
関係省庁 平成25年度推進状況

内閣府 ○平成25年11月から、障害者政策委員会において、障害者差別解消法に基づく基本方針
の検討を進めてきた。その中で、障害者政策委員会委員を始め、障害者団体等の関係者か
らヒアリングを実施した。

○平成25年６月の障害者差別解消法の成立を踏まえ、地方公共団体との連携の下、平成
25年12月～平成26年３月にかけて「障害を理由とする差別の解消に向けた地域フォー
ラム」を全国10か所の都市で開催した。また、同法成立後、周知啓発のため、障害者差
別解消法リーフレット及び同リーフレットわかりやすい版を作成し、全国（都道府県及び
指定都市）に配布するとともに前記のフォーラムにおいても資料として配布するなど活用
を図った。

○平成26年1月から、地方公共団体の区域における障害者差別解消支援地域協議会の迅
速な設置及び円滑な運営に資するため、有識者等と意見交換を行う「障害者差別解消支援
地域協議会の在り方検討会」を開催し同協議会の設置・運営暫定指針を取りまとめた。

各府省庁 ○基本方針を策定後、対応要領及び対応指針を作成する等取組を進める予定。

8-(1)-2 雇用分野における障害者に対する差別の禁止及び
障害者が職場で働くに当たっての支障を改善する
ための措置（合理的配慮の提供義務）が新たに規
定された改正障害者雇用促進法（平成28
（2016）年4月施行）に基づき，障害者と障害
者でない者との均等な機会及び待遇の確保並びに
障害者の有する能力の有効な発揮を図る。（再
掲）

厚生労働省 ○平成25年９月から「改正障害者雇用促進法に基づく差別禁止・合理的配慮の提供の指
針の在り方に関する研究会」を開催し、平成25年度中に計９回の議論を行った。

８．差別の解消及び権利擁護の推進
Ⅲ　分野別施策の基本的方向

8-(1)-1 平成28（2016）年４月の障害者差別解消法の
円滑な施行に向け，同法に規定される基本方針，
対応要領及び対応指針を計画的に策定するととも
に，法の趣旨・目的等に関する効果的な広報・啓
発活動，相談・紛争解決体制の整備，障害者差別
解消支援地域協議会の組織の促進等に取り組む。
また，同法の施行後において，同法に規定される
基本方針に基づき，同法の適切な運用及び障害を
理由とする差別の解消の推進に取り組む。

（１）
障害を
理由と
する差
別の解
消の推
進
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関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
法務省 ○全国の法務局・地方法務局及びその支局において，人権擁護委員や法務局職員が障害の

ある人に関する人権問題について，面談・電話による相談に応じている。また，社会福祉
施設や市役所などの公共施設・デパート等において特設の人権相談所を開設しているほ
か，法務省のホームページ上でも人権相談の受付（インターネット人権相談窓口）を行っ
ている。
（参考）平成２６年(年計)の障害者を被害者とする人権相談件数は，暴行虐待についての
ものが２３３件，社会福祉施設におけるものが４９４件，差別待遇についてのものが１，
８３８件，強制強要についてのものが２５３件であった。

○加えて，平成２１年度からは，電話による相談の受付時間を延長するとともに休日も電
話相談に応じる全国一斉「高齢者・障害者の人権あんしん相談」強化週間を実施してお
り，平成２５年度においては，平成２５年９月９日から同月１５日までの期間で実施し
た。
（参考）平成２６年度においては，平成２６年９月８日から同月１４日までの期間で実施
し，強化週間中の障害者を被害者とする人権相談件数は１，０７１件であった。なお，平
成27年度においては，平成27年9月7日から同月13日までの期間で実施する予定。

○人権相談で虐待等人権侵害の疑いのある事案を認知した場合は，人権侵犯事件として調
査を行い，事案に応じて，人権侵害による被害の救済・予防のための適切な措置を講じて
いる。
　救済措置には，法律的なアドバイスをする「援助」や当事者間の話合いを仲介する「調
整」，人権侵害を行った者に対して改善を求める「説示」等がある。救済措置のうち「援
助」と「調整」については，効果的なタイミングを考え，調査の途中で講じることもあ
る。
　また，事案に応じ，事件の関係者に人権についての啓発をすることもある。救済手続終
了後は，被害者に処理結果を通知し，必要に応じ，関係行政機関と連携し，関係者と連絡
を取るなどして，被害者のためのアフターケアを行うなどする。
　（参考）平成２６年(年計)の障害者を被害者とする人権侵犯事件の新規手続開始件数は
暴行虐待についてのものが６４件，社会福祉施設におけるものが９３件，差別待遇につい
てのものが２６３件，強制強要についてのものが２８件であった。

環境省 ○障害者差別解消法に基づく基本方針策定後に対応予定。

8-(1)-3 障害者に対する差別及びその他の権利侵害を防止
し，その被害からの救済を図るため，相談・紛争
解決等を実施する体制の充実等に取り組むととも
に，その利用の促進を図る。※ 本基本計画におい
ては，障害者に対する配慮等に関する取組につい
て，原則として各分野において掲載している（例
えば，教育分野における配慮等は３に，行政サー
ビス等の分野における配慮等は９に掲載。）。
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関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
8-(2)-1 障害者虐待防止法に関する積極的な広報・啓発活

動を行うとともに，同法の適切な運用を通じ，障
害者虐待の防止及び養護者に対する支援に取り組
む。

厚生労働省 ○障害者虐待の通報・届出の受理、障害者及び養護者に対する相談等、広報・啓発活動等
を行う機関として、市町村障害者虐待防止センター、都道府県障害者権利擁護センターを
設置。（平成24年度から）

〇障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援を行うため、関係
機関等の協力体制の整備や支援体制の強化を図ることを目的として、障害者虐待防止対策
支援事業を実施（平成22年度から）

〇各都道府県における障害者の虐待防止や権利擁護に関する研修の指導的役割を担う者を
養成する研修を実施。（平成22年度から）

8-(2)-2 障害者本人に対する意思決定支援を踏まえた自己
決定を尊重する観点から，意思決定支援の在り方
を検討するとともに，成年後見制度の適切な利用
の促進に向けた取組を進める。

厚生労働省 ○成年後見制度の利用促進のための広報・普及活動や、成年後見制度の申立てに要する経
費（登録手数料、鑑定費用等）及び後見人等の報酬の一部の助成を行う成年後見制度利用
支援事業を市町村地域生活支援事業の必須事業として実施。
平成24年４月：1,240市町村→平成25年4月：1,322市町村
→（参考）平成26年4月：1,360市町村

○成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制を
整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援する成年後見制度法
人後見支援事業を市町村地域生活支援事業の必須事業として実施。
平成24年４月：47市町村→平成25年4月：174市町村
→（参考）平成26年4月：207市町村

8-(2)-3 当事者等により実施される障害者の権利擁護のた
めの取組を支援する。

厚生労働省 ○障害当事者等による権利擁護のために必要な援助を行うことを含めたピアカウンセリン
グを位置づけた相談支援事業を、市町村地域生活支援事業の必須事業として実施。

（２）
権利擁
護の推
進
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関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
8-(2)-4 障害者に対する差別及びその他の権利侵害を防止

し，その被害からの救済を図るため，相談・紛争
解決等を実施する体制の充実等に取り組むととも
に，その利用の促進を図る。（再掲）

法務省 ○全国の法務局・地方法務局及びその支局において，人権擁護委員や法務局職員が障害の
ある人に関する人権問題について，面談・電話による相談に応じている。また，社会福祉
施設や市役所などの公共施設・デパート等において特設の人権相談所を開設しているほ
か，法務省のホームページ上でも人権相談の受付（インターネット人権相談窓口）を行っ
ている。
（参考）平成２６年(年計)の障害者を被害者とする人権相談件数は，暴行虐待についての
ものが２３３件，社会福祉施設におけるものが４９４件，差別待遇についてのものが１，
８３８件，強制強要についてのものが２５３件であった。

○加えて，平成２１年度からは，電話による相談の受付時間を延長するとともに休日も電
話相談に応じる全国一斉「高齢者・障害者の人権あんしん相談」強化週間を実施してお
り，平成２５年度においては，平成２５年９月９日から同月１５日までの期間で実施し
た。
（参考）平成２６年度においては，平成２６年９月８日から同月１４日までの期間で実施
し，強化週間中の障害者を被害者とする人権相談件数は１，０７１件であった。なお，平
成27年度においては，平成27年9月7日から同月13日までの期間で実施する予定。

○人権相談で虐待等人権侵害の疑いのある事案を認知した場合は，人権侵犯事件として調
査を行い，事案に応じて，人権侵害による被害の救済・予防のための適切な措置を講じて
いる。
　救済措置には，法律的なアドバイスをする「援助」や当事者間の話合いを仲介する「調
整」，人権侵害を行った者に対して改善を求める「説示」等がある。救済措置のうち「援
助」と「調整」については，効果的なタイミングを考え，調査の途中で講じることもあ
る。
　また，事案に応じ，事件の関係者に人権についての啓発をすることもある。救済手続終
了後は，被害者に処理結果を通知し，必要に応じ，関係行政機関と連携し，関係者と連絡
を取るなどして，被害者のためのアフターケアを行うなどする。
　（参考）平成２６年(年計)の障害者を被害者とする人権侵犯事件の新規手続開始件数は
暴行虐待についてのものが６４件，社会福祉施設におけるものが９３件，差別待遇につい
てのものが２６３件，強制強要についてのものが２８件であった。
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